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令和 7年度予算見積調書 課室名:

説明事業

産業人材育成課
担当名: 総務・職業訓練推進担当

内線: 4595 (単位：千円)
会計

P85 高等技術専門校訓練等推進事業費 一般会
計

労働費 職業訓
練費

項
職業訓練校費 技能向上訓練推進費

番号 事業名

事 業
期 間

昭和33年度～ 根 拠
法 令

職業能力開発促進法第15条の7、第16条

款

針路 11
分野施策 1104

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

8
8-5,8-6

　求職者、フリーターや新規学卒者の就労を支援するた
め、高等技術専門校(6校1分校)において職業訓練を実施
する。
　ア　学卒･離転職者訓練事業費  　　    178,954千円
　イ　デュアルシステム訓練事業費 　　    8,958千円
　ウ　環境･エネルギー関連を支える人材創出事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 337千円
　エ　精神障害者等の受入体制強化事業 　  4,938千円
　オ　人手不足分野への誘導　　　　　     　578千円
　カ　建設系訓練科の充実　　　　　　　   1,536千円
　キ　精神障害者等訓練推進事業　　　　      70千円

(１) 事業内容
　　ア　学卒・離転職者訓練及びデュアルシステム訓練事業費
　　　　求職者等を対象に、職業に必要な技能を習得させる訓練を行うことで即戦力となる人材を育成し、あわせて
　　　就職支援指導を行うことで雇用機会の拡大を図る。
　　　　デュアルシステム訓練は、概ね55歳未満の求職者等を対象に、高等技術専門校での基礎的訓練と企業での
　　　実践的訓練を両方実施し、安定就労に結びつける。
　　イ　環境・エネルギー関連を支える人材創出事業、人手不足分野への誘導及び建設系訓練科の充実
　　　　環境・エネルギー関連の訓練を実施する。また、県内の大学と連携し、高度な訓練を実施する。
　　ウ　精神障害者等の受入体制強化事業及び精神障害者等訓練推進事業
　　　　高等技術専門校に精神保健福祉士等を設置し、相談体制を確保する。精神障害者を対象とした訓練を実施する。

(２) 事業計画
　　ア　学卒・離転職者訓練、デュアルシステム訓練及び精神障害者等訓練：延べ21科目　総定員780人
　　 (ｱ)　二年コース：4校8科目410人定員、一年コース：3校6科目150人定員
　　 (ｲ)　短期コース：4校5科目180人定員、デュアルシステム：2校2科目40人定員
　　イ　環境・エネルギー関連の職業訓練及び人手不足分野の職業訓練
　　 (ｱ)　環境関連：1,430人(計画)、人手不足分野：6科 230人(定員)

(３) 事業効果
　　ア　学卒・離転職者訓練、デュアルシステム訓練及び求人開拓の実施
　　 (ｱ)　令和5年度：修了者数 314人、就職者(就職中退者を含む) 355人、就職率97.3％(うち二・一年コース100％)
　　イ　環境・エネルギー関連の職業訓練による育成数　令和5年度：1,233人
　　　【活動指標(アウトプット)】高等技術専門校における人材育成数　令和5年度実績433人 令和4年度実績462人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和3年度実績475人
　　　【成果指標(アウトカム)】入校者数　令和5年度実績433人 令和4年度実績462人 令和3年度実績475人 

２　事業主体及び負担区分
ア、イ　学卒･離職者訓練事業費のうち訓練手当(国1/2
・県1/2)以外(国定額･県)
ウ、オ～キ　(県10/10)
エ　(国10/10･県0）

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(款)労働費(細目)職業能力開発費
(細節)職業能力開発校費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×81.3人=772,350千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金 使用料・手数料 財産収入 諸 収 入

決定額 195,371 111,838 44,786 110 2,277

前年額 215,221 117,838 46,489 110 2,277 48,507

― 産業労働部 85 ―

稼げる力の向上

36,360 △19,850

産業人材の確保・育成



 

事業名

単位事業名 予算額 178,954千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

使用料及び手数料・ 44,030 △1,641 高等技術専門校授業料
職業訓練使用料

使用料及び手数料・ 756 △62 高等技術専門校入校試験手数料
職業訓練手数料

国庫支出金・ 24,000 △6,000 職業転換訓練費負担金
職業訓練費負担金 負担率　1/2

国庫支出金・ 75,832 0 職業訓練校費交付金
職業訓練費補助金 補助率　定額

財産収入・ 110 0 実習作品売払収入
生産物売払収入

諸収入・ 489 0 高等技術専門校車検費戻入
実費弁償金

諸収入・ 1,788 0 自動車整備科作業収入
雑入

　

事業内訳書

高等技術専門校訓練等推進事業費

学卒・離転職者訓練事業費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 178,954千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 31,949 △11,532

合計 178,954 △19,235

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 117,045 △18,760 訓練手当
講師手当

旅費 1,571 0 会計年度任用職員旅費
職員旅費

需用費 37,602 △693 実習関係経費
リーフレット作成費
パンフレット作成費
電子複写機料
修了証明書等印刷代
修繕費

役務費 14,618 △191 経常費
ルーター通信料
訓練用車車検収入印紙代
各種手数料

　

主な内容

主な内容

学卒・離転職者訓練事業費



 

 

単位事業名 予算額 178,954千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

整備受託車賠償共済保険料
講師傷害保険料
介護施設実習損害賠償保険料
施設所有（管理）者賠償責任保険料
構内専用車両特約付き企業賠償責任保険料

委託料 4,297 △600 訓練用パソコン保守委託料
高等技術専門校訓練生就職支援相談業務委託料
入校案内作成委託料

使用料及び賃借料 3,821 1,009 各種施設使用料・借上料・入場料
各種ソフトライセンス料

合計 178,954 △19,235

学卒・離転職者訓練事業費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 8,958千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 7,068 0 職業訓練校費交付金
職業訓練費補助金 補助率　定額

一般財源 1,890 1,890

合計 8,958 1,890

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 7,202 1,890 講師手当

旅費 152 0 職員旅費
関係機関連絡調整

需用費 1,604 0 実習関係経費
リーフレット作成費

合計 8,958 1,890

デュアルシステム訓練事業費

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 337千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 337 △81

合計 337 △81

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 337 0 訓練用材料費

役務費 0 △41

公課費 0 △40

合計 337 △81

主な内容

環境・エネルギー関連を支える人材創出事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 4,938千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 4,938 0 職業能力開発特別委託金
職業訓練費委託金

合計 4,938 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 4,938 0 精神障害者等の受入体制強化委託料

合計 4,938 0

精神障害者等の受入体制強化事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 578千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 578 0

合計 578 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 578 0 訓練用材料費

合計 578 0

人手不足分野への誘導

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,536千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 1,536 940

合計 1,536 940

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 1,536 940 訓練用材料費

合計 1,536 940

主な内容

建設系訓練科の充実

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 70千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 70 0

合計 70 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 70 0 訓練パンフレット作成費

合計 70 0

精神障害者等訓練推進事業

主な内容

主な内容


